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1. はじめに 

 

 現在、全国の汚水処理人口の普及率は約 89.5％となったが、未だ約 1,300 万人の

汚水処理未普及人口が残されており、その早期解消に向けて、下水道や農業集落排水

施設と並び立つ汚水処理サービスとして、浄化槽への期待が高まっている。 

一方、浄化槽整備においては「単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が十分

には進んでいない」、「法定検査の受検率が低い地域が存在する」、「設置基数が多く、

行政等による一元管理が困難である」といった課題があり、これらを解決するために

は、設置、保守点検、清掃、法定検査の実施状況を一元的に管理できる情報基盤（浄

化槽台帳システム）を整備する必要がある。さらに、浄化槽台帳システムに GIS（地

理情報システム）を導入することで、設置状況を視覚的かつ正確に把握することが可

能となるため、管理体制の強化や効率化にもつながる。 

このような特長を踏まえ、環境省では浄化槽台帳システムの定義や導入手順の手引

きとして、平成 26 年３月に「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」を作成し、

平成 27 年３月には、より実態に即した内容となるよう第２版として改訂し、地方自

治体に提示したところである。 

一方、自治体における浄化槽台帳システムの普及にあたっては、構築に係る費用お

よびノウハウの不足が導入促進の妨げとなっていることから、平成 27 年度には「浄

化槽情報基盤整備支援事業」を開始し、マニュアルに基づく浄化槽台帳システムの導

入を具体的に検討している自治体を対象として「浄化槽台帳システムの試行的導入事

業」を実施した。本事業では、導入に際して対象地域ごとに異なる諸課題への解決策

の支援を行った上、実際に浄化槽台帳システムを試行的に導入した。 

本事例は、「浄化槽台帳システムの試行的導入事業」を実施した宮城県および宮崎県

における、導入前後の実例に基づく諸課題および解決策を整理、集約したものであり、

同様の諸課題を抱えている自治体に対する情報提供を目的として取りまとめたもので

ある。各自治体におかれては、こうした事例もご参照の上、浄化槽台帳システムの整

備推進に取り組まれたい。 
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2. 試行的導入事業の対象自治体の現状 

 

２.１ 仙台市における浄化槽情報管理の現状と課題 

 平成 27 年度の「浄化槽台帳システムの試行的導入事業」は仙台市を対象として行

ったが、仙台市以外の宮城県内市町村への浄化槽台帳システム普及拡大を視野に入れ、

ここでは、宮城県内全域における浄化槽情報管理の現状と課題を示す。 

 

２.１.１ 浄化槽情報管理の現状 

 図 2.1 に宮城県における浄化槽設置基数および法定検査受検率の推移を示す。 

宮城県における平成 26 年度末の浄化槽設置基数は 45,507 基、みなし浄化槽設置

基数は 24,777 基、合計 70,284 基と報告されている。東日本大震災後、徐々に設

置基数が増加し、震災前と同水準の設置基数となっている。また、平成 26 年度にお

ける新設浄化槽設置基数は 2,824 基である。 

 宮城県における法定検査受検率は、7 条検査が 73.3％、11 条検査が 86.8％（平

成 26 年度実績）であり、特に、11 条検査受検率は全国的にみて高い水準を維持し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.１ 宮城県における浄化槽設置基数および法定検査受検率の推移 

 

 宮城県では県内全市町村に対する権限移譲が完了しており、浄化槽情報の管理業務

や指導業務は各市町村で個別に行っている。 

法定検査の受検を徹底するための取組みとして、使用開始報告書と 7 条検査依頼書

を複写式にしている。市町村に提出されたこれらの文書のうち、7 条検査依頼書を指

定検査機関に送付する仕組みが構築されている。これらの文書の提出率が非常に高い

ため、指定検査機関において、新設浄化槽の設置情報をほぼ 100％把握できる。 

県内市町村における浄化槽情報の管理状況は、2 市（仙台市および大崎市）を除き

表計算ソフトでの管理となっている。また、平成 16 年度に県で緊急雇用対策事業を
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２.１.２ 浄化槽情報管理の課題 

 ほとんどの市町村において、浄化槽情報がデータベース化されておらず、情報の入

力・更新に手間がかかり、また、情報の活用が困難である。 

 情報の精査が十分ではなく、特に、権限移譲されているため、市町村ごとの業務の

内容、情報の精度に差が認められる。 

 東日本大震災により、沿岸部の市町村の浄化槽台帳が一部流出・損失しているため、

浄化槽台帳の早急な整備と、今後の対策が必要である。 

 各種届出書類および検査結果の紙原本を管理する必要があり、管理の効率化を図る

余地がある。 

＜仙台市の課題＞ 

 使用開始報告書と 7 条検査依頼書に共通番号を付与しているが、手書き作業である

ため、ヒューマンエラーのリスクがあり、また、事務作業の効率化の余地がある。 

 仙台市と指定検査機関の台帳が別々に管理されているため、登載情報が異なってい

る可能性がある。 

 公設浄化槽の維持管理業務受託業者との情報のやり取りに紙または USB メモリを

使用しているため、紛失等のリスクがある。 

 

２.２ 宮崎県における浄化槽情報管理の現状と課題 

 

２.２.１ 浄化槽情報管理の現状 

 図 2.3 に宮崎県における浄化槽設置基数および法定検査受検率の推移を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 宮崎県における浄化槽設置基数および法定検査受検率の推移 

 

宮崎県における平成 26 年度末の浄化槽設置基数は 67,360 基、みなし浄化槽設置

基数は70,612基、合計137,972基と報告されており、ほぼ横ばいで推移している。

また、平成 26 年度における新設浄化槽設置基数は 2,697 基である。 
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新規契約および解約した浄化槽の設置者氏名、設置場所、人槽等）を、清掃業者は浄

化槽清掃状況報告書（各月に清掃を実施した浄化槽の設置者氏名、設置場所、型式、

処理規模、清掃実施日）を保健所に提出することとなっており、それらの情報を県が

管理している。 

なお、宮崎市は中核市であるため、浄化槽情報の管理や指導業務を独自に行ってお

り、浄化槽情報は既存の浄化槽台帳システムで管理している。 

 

２.２.２ 浄化槽情報管理の課題 

 県と市町村の間で、浄化槽情報の共有が十分に行われていない。（市町村は、各種問

い合わせの窓口となるが、宮崎市を除く市町村は台帳システムを保有していない。

県から市町村に対して設置情報を電子データ（Excel 形式）で提供しているが、提

供される情報が限られている。） 

 各種届出書類の紙原本を県、保健所、市町村がそれぞれ保管しており、その管理に

係る事務作業量が大きい。 

 11 条検査受検率が 50％程度であるため、指定検査機関が保有する情報を用いて県

台帳の情報を精査することに限界がある。 

 県が収集している保守点検契約状況報告および清掃状況報告の情報は、県台帳の精

査に活用できるが、県台帳に登載されている既存の浄化槽情報と保守点検/清掃業者

からの報告情報のひもづけが困難である。 

 浄化槽の位置情報（緯度経度情報）を保有しておらず、GIS が導入されていない。 
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3. 試行的導入事業に用いた浄化槽台帳システム 

 

 平成 27 年度に実施した浄化槽台帳システムの試行的導入事業においては、仙台市

および宮崎県を対象自治体とした。当該自治体では、（一社）全国浄化槽団体連合会が

開発した「スマート浄化槽」の導入を検討しており、関係者間での協議を進めてきた

ことから、試行的導入事業においてはスマート浄化槽システム（サービス）を導入す

ることとした。以下に本システム（サービス）の概要を示す。 

 

３.１ スマート浄化槽の特徴 

 スマート浄化槽は IDC（インターネットデータセンター）※に設けられた【浄化槽情

報基盤】（公共機関向け【①浄化槽台帳基盤】と民間機関向け【②浄化槽業務基盤】か

ら構成）と、IDC 連携機能を持つ【PPP 台帳ソフトウェア】を活用し、官民協働での

統一浄化槽台帳の整備と業務活用を行うための浄化槽事業に特化したサービスである。 

 【①浄化槽台帳基盤】は、自治体と指定検査機関に提供された【PPP 台帳ソフトウ

ェア】で利用ができ、【②浄化槽業務基盤】は、民間業者と指定検査機関に提供された

【PPP 台帳ソフトウェア】で利用できる仕組みとなっている。【①浄化槽台帳基盤】

と【②浄化槽業務基盤】は都道府県単位で分割されており、各都道府県の浄化槽事業

に合わせた利用ができる。 

 自治体向け【PPP 台帳ソフトウェア(届出)】は、①届出台帳機能（カスタマイズ可

能）、②GIS 機能、③図書保管庫機能、④IDC 連携機能を提供する。利用サービスは、

指定検査機関と情報連携した台帳整備を目的とした「整備保管サービス」と、維持管

理業者と情報連携した維持台帳整備を目的とした「業務利用サービス」がある。自治

体ごとにシステム開発・構築を行う導入形態と異なるため、自治体でシステム構築予

算を確保する必要がない（【PPP 台帳ソフトウェア(届出)】のカスタマイズが必要な場

合には費用が発生する。）。 

 初期導入時に、自治体が届出台帳データ(Excel 等)を有している場合、【①浄化槽台

帳基盤】に導入する「届出情報検証導入作業」に係る費用は自治体負担となる。また、

IDC 連携に使用するインターネット回線や【PPP 台帳ソフトウェア(届出)】を導入す

るパソコン設備に係る費用は自治体負担となる。 

 

※インターネットデータセンター（IDC）： 

データセンターとは、事業者が顧客のサーバを預かり、インターネットへの接

続回線や保守・運用サービスなどを提供する施設の総称であり、特に事業者がイ

ンターネット接続に特化した設備・サービスを提供するものをインターネットデ

ータセンター（IDC）と呼ぶ。 
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３.２ スマート浄化槽の浄化槽 PPP 台帳 

浄化槽関係者がそれぞれの【PPP 台帳ソフトウェア】で各業務台帳を管理するとと

もに、公共機関向け【①浄化槽台帳基盤】と民間機関向け【②浄化槽業務基盤】を利

用して各業務情報の提供と収集を行うことで持続的に浄化槽台帳が整備される。 

 スマート浄化槽の浄化槽 PPP 台帳の初期導入業務では、各県指定検査機関が持つ検

査依頼情報を【浄化槽台帳基本情報】として【①浄化槽台帳基盤】に導入する。次に、

自治体が持つ届出データを整理し、【浄化槽台帳基本情報】との突合検証を行い、突合

検証された届出データを【①浄化槽台帳基盤】に導入することで【浄化槽 PPP 台帳】

のシステム的整備を行う。突合されない届出データは、【PPP 台帳ソフトウェア(届出)】

内データベースに検証済み届出データ（未突合）として管理される。自治体は、未突

合識別データ数に応じて台帳整備計画を立てることができる。 

 【浄化槽 PPP 台帳】は官民の持つ情報が連携された浄化槽台帳であり、【浄化槽台

帳基本情報】の情報管理を各県の指定検査機関が行うことで、官運用の浄化槽台帳シ

ステムから官民協働運用の浄化槽台帳システムへ転換されることとなる。 

 

３.３ スマート浄化槽のシステム概要とサービス 

（１）システム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 スマート浄化槽のシステム概要 
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（２）サービス 

 

表 3.1 スマート浄化槽のサービス内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）サービス利用の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 スマート浄化槽のサービス利用の仕組み 

サービス 利⽤者 内容

 情報提供サービス
　浄化槽台帳基盤を利⽤した有益な情報提供
　　●市町村単位浄化槽台帳と⾏政報告項⽬の閲覧
　　●市町村単位業者情報と型式別仕様情報の閲覧

 整備保管サービス
　浄化槽台帳情報基盤を利⽤した精度の⾼い台帳整備
　　　●設置届出等図書（デジタル図書）保管庫
　　　●⼯事業者および指定検査機関向けサービスと情報連携

　浄化槽台帳情報基盤を利⽤した浄化槽維持管理（持続性のある台帳構築）
　　　●維持管理業者と情報連携した維持管理台帳の連携
　　　●維持管理業者と情報連携した災害台帳の提供

 指定検査機関
 保守点検業者
 清掃業者

　浄化槽台帳情報基盤を利⽤した業務効率化とBCP対策
　　　●7条検査依頼の保管とつうしんぼサービス機能の提供
　　　●維持管理台帳の閲覧と業務結果の保管（つうしんぼ配信機能付き）

 施⼯証明サービス  ⼯事施⼯業者 　浄化槽台帳情報基盤を利⽤した浄化槽設置届出施⼯⼯事証明の発⾏
　　　●⼯事施⼯業者の出来⾼管理

 つうしんぼサービス  管理者（使⽤者） 　浄化槽台帳情報基盤を利⽤した新たな環境サービス
　　　●法定検査等業務結果の通知と保管

 都道府県（監督者）
 市町村　 （監督者）
 市町村　 （公管理）

 業務利⽤サービス
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（４）サービスの範囲 

■ インターネットデータセンター（IDC）の利用 

① 都道府県の浄化槽情報基盤の利用 

② メーカ装置情報等の情報提供 

■ PPP 台帳ソフトウェアの利用 

① 台帳機能（データベース搭載） 

② GIS 機能（下図は利用者が調達） 

③ 図書保管庫機能（電子図書データの管理と IDC 連携バックアップ） 

④ IDC 連携機能（データ提供・収集・閲覧） 

■ サービス利用 

① 整備保管サービス：指定検査機関と情報連携のみ 

② 業務利用サービス：維持業者との連携可能 

※閲覧モードの場合、PPP 台帳ソフトウェア④の機能のみ利用可能 

 

（５）初期導入時（利用者費用負担）の範囲 

利用者台帳の検証と【浄化槽情報基盤】導入業務 

■ 県および市町村との要求整理 

・システム要求の整理 

・環境基盤情報の収集 

・利用者台帳の収集 

■ 浄化槽環境基盤導入業務 

・浄化槽環境基盤情報の検証 

・浄化槽環境基盤の導入 

■ 浄化槽 PPP 台帳基盤導入業務 

・利用者台帳情報の検証  

・浄化槽 PPP 台帳基盤の導入 

 

【PPP 台帳ソフトウェア】導入とカスタマイズ 

■ PPP 台帳ソフトウェアの導入 

・利用者台帳情報の PPP 台帳ソフトウェアへの導入 

・利用者機能のカスタマイズ 

■ PPP 台帳ソフトウェア導入設備の調達 

・Windows パソコン機器 

・インターネット回線とその回線利用料 

 

  



 

4. 仙

 

４.１

（１

 試

①

②

③

④

 

 

 

 

 

仙台市にお

 浄化槽台

）試行的導

試行的導入事

① 使用開始報

るため、ヒ

る。 

② 各種届出書

③ 仙台市と指

いる可能性

④ 公設浄化槽

を使用して

ける試行的

台帳システム

導入事業で解

事業で解決を

報告書と 7

ヒューマンエ

書類および検

指定検査機関

性がある。 

槽の維持管理

ているため、

図 4.

的導入事業

ムの試行的導

解決を試みた

を試みた課題

条検査依頼

エラーのリス

検査結果の紙

関の台帳が別

理業務受託業

、紛失等の

1 試行的導

11 

導入事業（仙

た課題 

題は以下の

頼書に共通番

スクがあり

紙原本の管

別々に管理

業者との情

リスクがあ

導入事業で

仙台市版）の

とおりであ

番号を付与し

、また、事

理を効率化

されている

報のやり取

る。 

解決を試み

の概要 

る。 

しているが、

事務作業の効

化する余地が

るため、登載

取りに紙また

た課題 

手書き作業

効率化の余地

がある。 

載情報が異な

たは USB メ

業であ

地があ

なって

メモリ

 



12 
 

（２）試行的導入事業の内容 

 仙台市と指定検査機関、維持管理業者の保有情報を連携する仕組みの構築（IDC

への浄化槽情報基盤の構築、仙台市向け PPP 台帳ソフトウェアの導入。）。 

 仙台市台帳と検査台帳に登載されている情報のひもづけおよびシステムへのデー

タ導入。 

 届出書類を電子ファイル（PDF 形式）で保管する仕組みの構築。 

 

（３）試行的システムの機能および収集・導入した台帳情報 

●仙台市向け PPP 台帳ソフトウェアの機能 

 届出管理機能（届出情報と PPP 台帳情報を管理するためのデータベース） 

⇒①届出情報の追加・更新、②検査情報、浄化槽仕様情報、業者情報の検索・閲

覧、③集計 

 デジタル図書保管機能 

 GIＳ機能（基本情報にある浄化槽位置情報を表示） 

 IDC 連携機能（IDC の公共機関向け基盤に対する情報の提供および当該基盤から

の情報の収集） 

 IDC 閲覧機能（PPP 台帳の閲覧） 

 

●収集・導入した台帳情報 

 指定検査機関が持つ検査台帳情報（宮城県全域分） 

 仙台市の届出台帳情報 

 

（４）セキュリティ対策 

浄化槽基盤情報の漏えい対策として、VMware と UTM アプライアンス（FortiGate）

を組み合わせた IaaS（Infrastructure as a Service）を利用した。 

 

※UTM アプライアンス FortiGate： 

Fortinet 社が提供する UTM 市場 No.1 シェアを誇る UTM（統合脅威管理）

であり、FortiGate シリーズはさまざまなセキュリティ機能を 1 台で提供してい

るため、ファイアウォールや VPN などの単体製品と比べ、ネットワークのセキ

ュリティに必要な機能を一台に集約することが可能。 
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③
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管理に係る事

1 試行的導

内容 

帳システム

報基盤の構築

浄化槽台帳ソ

導入。 

25 

導入事業（宮

た課題 

題は以下の

の共有が十分

崎市を除く
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分に行われ
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解決を試み

市町村へ情

向け PPP 台

アの導入。）。

の概要 
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ていない。（

町村は台帳シ

を電子データ

 

 

た課題 

情報提供す

台帳ソフトウ
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（市町村は、

システムを保

タ（Excel 形

する仕組みの
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形式）

 

の構築
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 GIS の導入（一部地域について、緯度経度情報をアドレスマッチングで取得。）。 

 届出書類を電子ファイル（PDF 形式）で保管する仕組みの構築。 

 

（３）試行的システムの機能および収集・導入した台帳情報 

●宮崎県向け PPP 台帳ソフトウェアの機能 

 届出管理機能（届出情報と PPP 台帳情報を管理するためのデータベース） 

⇒①届出情報の追加・更新、②検査情報、浄化槽仕様情報、業者情報の検索・閲

覧、③集計 

 デジタル図書保管機能 

 GIＳ機能（基本情報にある浄化槽位置情報を表示） 

 IDC 連携機能（IDC の公共機関向け基盤に対する情報の提供および当該基盤から

の情報の収集） 

 IDC 閲覧機能（PPP 台帳の閲覧） 

 

●保健所・各市町村向け PPP 浄化槽台帳ソフトウェアの機能 

 IDC 連携機能（IDC の公共機関向け基盤からの情報の収集） 

 IDC 閲覧機能（PPP 台帳の閲覧） 

 

●収集・導入した台帳情報 

 宮崎県が持つ浄化槽台帳情報（宮崎県全域分） 

 

（４）セキュリティ対策 

仙台市における試行的導入事業と同様（p.12～13 参照）。 

 

５.２ 試行的導入事業の成果 

 試行的導入事業の主な成果は以下の 4 点である。 

① アドレスマッチング手法による緯度経度情報の取得（GIS の導入）。 

② 県（保健所）、市町村、指定検査機関が連携して浄化槽台帳システムを運用する仕

組みの構築。 

③ 県に対する浄化槽台帳（届出）ソフトウェアの導入。 

④ 保健所・各市町村向け PPP 浄化槽台帳ソフトウェアの導入。 

 ①および②の詳細を「（１）初期導入業務」に、③の詳細を「（２）浄化槽台帳（届

出）ソフトウェアの機能」に、④の詳細を「（３）閲覧モードによる IDC 基盤情報の

閲覧（指導権限を有さない市町村等）」にそれぞれ示す。 
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（１）初期導入業務 

 初期導入業務のフローは以下のとおりである。 

 

①浄化槽環境情報の検証導入 

収集した環境情報（行政情報・業者情報・場所情報）のデータ検証を実施し、宮崎

県 IDC 基盤（浄化槽台帳基盤）の環境情報データベースに導入。 

 

②検査台帳情報の検証導入 

収集した宮崎県台帳情報より検査台帳情報を抽出。 

データ検証（環境情報との突合・緯度経度情報※の検証）を実施し宮崎県 IDC（イン

ターネットデータセンター）基盤の基盤情報市町村単位データベース（基本情報）に

導入。 

 ※一部地域の設置場所情報を用いて、アドレスマッチング手法で緯度経度を取得。 

 

③届出情報の検証導入 

収集した宮崎県台帳情報より届出情報を抽出。 

一部市町村のデータ検証（環境情報との突合）を実施し、宮崎県 IDC 基盤の基盤情

報市町村単位データベース（届出情報）に導入。 

 

④浄化槽台帳（届出）ソフトウェアのデータベースへの導入 

宮崎県 IDC 基盤に導入した情報を、浄化槽台帳（届出）ソフトウェア（宮崎県環境

森林部環境管理課に導入したソフトウェア）が持つデータベースに導入。 

 

  



 

＜ア

 

①

所

 

②

グ

 

③

情

B

 

④

に

 

 

 

 

 

ラ

 

 

 

 

 

ドレスマッ

①設置場所情報

民間ジオコ

所）から緯度

②リバースジ

①で取得

グサービス

③緯度経度情報

はじめに使

情報の精度を

B ランクとし

④街区レベル位

③で精度の

によるアドレ

ンク（アドレ

ランク 

A きわ

B 高い

C 街区

D マッ

チング（ジ

報のジオコー

コーディング

度経度情報を

オコーディン

した緯度経度

API）を行い

報の精度確認

使用した設置

を確認。（精度

し、その他の

位置参照 

の低かった情

レスマッチン

レスマッチン

精度 

わめて高い 

い 

区レベル 

ッチング不可

ジオコード変

ード変換 

グサービス A

を取得。 

ング 

度情報を用い

い、住所情報

認 

置場所情報と

度のきわめて

の情報を抽出

情報を用いて

ングを行い、

ング不可）に

可 

 

28 

変換）の手順

API によるア

いてリバース

報を取得。

と②で取得し

て高い緯度経

出。） 

て、国土交通

C ランク

に分類。 

C ラ

図

順＞ 

アドレスマッ

スジオコード

した住所情報

経度情報を A

通省国土政策

（街区が特定

ランクの 

緯度経度 

図 5.2 C

代表点

ッチングで設

ド変換（民間

報を比較する

A ランク、精

策局「街区レ

定されるレベ

ランクのイ

点 

設置場所情報

間ジオコーデ

ることで緯度

精度の高い情

レベル位置参

ベル）および

メージ 

報（住

ディン

度経度

情報を

参照」

び D ラ

 



 

●ラ

 

●宮

 宮

の 5

とな

緯度

 

 

 

 

 

ラ

 

 

ンク別分布

崎県浄化槽

宮崎県浄化槽

5 種類に区分

なり、全体の

度経度情報を

ンク ①

A 

B 

C 

D 

計 

①

布例 

図 5.3 

槽台帳情報へ

槽台帳の情報

分し、それぞ

の約 7 割の

を付与するこ

①届出 

（件） 

26 

151 

239 

4 

420 

図 5.4

①届出

緯度経度精

への緯度経度

報を、「①届

ぞれの緯度

浄化槽情報

ことができた

②使用 

（件） 

13,024

94,574

34,513

2,426

144,537

4 浄化槽台

②使用

29 

精度（ラン

度の付与状況

届出」、「②使

経度情報の

報に対して、

た。 

③休止

（件）

4

4 1,

3

6

7 2,

台帳情報の緯

宮崎県浄化

③休止

ク）別の浄

況 

使用」、「③休

のランクを確

精度の高い

止 

） 

④

154

667

466

6

293

緯度経度の付

槽台帳

止 ④

化槽分布 

休止」、「④廃

確認したとこ

い A および

④廃止 

（件） 

7,210

31,285

18,113

2,722

59,330

付与状況 

④廃止

廃止」、「⑤取

ころ、以下の

B ランク相

⑤取下 

（件） 

3

15

17

0

35

⑤取下

 

取下」

の結果

相当の

3 

5 

7 

0 

5 



 

●情報

 試

図

でき

登録

③に

置さ

こ

県お

 

 

 

報の連携 

試行的導入事

図中①に示す

きる。指定検

録し、IDC 基

に示すとおり

された浄化槽

これらの仕組

および市町村

届

情

事業において

すように、県

検査機関は①

基盤にアップ

り、IDC 基盤

槽情報を閲覧

組みを活用す

村で利用する

図 5.5 試

① 

届出情報と

情報のひもづ

て構築した情

県は受理した

①でアップロ

プロードする

盤にアップ

覧することが

することで、

ることができ

試行的導入事

 

②

③

検査依頼

づけ 

30 

情報連携の

た届出情報を

ロードされ

ることが可能

ロードされ

ができる。

、台帳情報

きる。 

事業で構築

③

仕組みは以

を IDC 基盤

た届出情報

能である（図

れた情報のう

が随時更新

した情報連

以下のとおり

盤にアップロ

報に対応する

図中②）。県

うち、それぞ

新され、かつ

携の仕組み

りである。 

ロードするこ

る検査依頼情

県内市町村は

ぞれの市町村

つそれらの情

み 

ことが

情報を

は図中

村に設

情報を

 



 

（２

 

 

●基本

①絞

）浄化槽台

本情報検索

絞り込み 

IDC

台帳（届出）

索 

届出情

②一覧

基盤へアップ

ソフトウェ

情報 基本情

覧から選択

プロードする

31 

ェアの機能

情報 維持

る情報に氏名

持管理情報

I

名等を含める

DC 基盤から

③選択した

るか決定 

ら収集 

た情報を表示

 

 

示 



 

●届

 

●７条

 

 

 

出情報検索

条/11 条検

索・閲覧 

検査結果閲覧覧 

デジ

32 

タル図書（ス

見たい届

スキャンした

届出情報を選

た届出原本）

選択 

）の表示 

 

 



 

●合併

 

●属

 

 

 

併処理浄化

性表示（下

：合併  

化槽/単独処理

下図：国土地

：単独 

①ポイント

理浄化槽の分

地理院） 

を指定 

②属性デ

33 

分布表示（下

データの表示

下図：国土

示 

地理院） 

 

 



 

●集計

 

●浄化

 

計 

化槽仕様情

②

情報の閲覧 

②チェック 

①集計条

34 

条件の設定

③表示 

②集計

①

計結果の表示

①条件絞り込

 

 

示 

み



 

●業

 

（３

 

 

者情報の閲

）閲覧モー

覧 

ドによる IDDC 基盤情報

それぞれの

35 

報の閲覧（指

の市町村に設

指導権限を有

設置された浄

有さない市町

化槽の情報の

町村等） 

のみ閲覧可能

 

 

能 



 

●分

 

●属

 

 

布表示 

性表示 

36 

 

 



 

●集計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

37 

 



38 
 

6. 浄化槽台帳システムの導入・運用に係る課題と解決策 

 

試行的導入事業で導入したシステムを県、市町村、指定検査機関、工事/保守点検/

清掃業者の情報連携のために用いる場合の課題とその解決策について以下に示す。 

 

【課題 1】 

台帳システムの導入・運用に伴い、市町村側の作業負担が増加する懸念がある。

【宮崎県内市町村の課題】 

 

＜解決策＞ 

県全域で一元化された台帳システムの導入を進める場合には、県が市町村に対して

導入・運用に関する作業内容を説明する。 

 

表 6.1 浄化槽台帳システムの導入および運用に係る県・市町村の負担（宮崎県の例） 

 

 

【課題 2】 

県、市町村、指定検査機関、業者がいずれも台帳システムにアクセスするため、

情報の流れを明確にし、各機関が閲覧できる情報とできない情報を決定する必要が

ある。【宮崎県内市町村の課題】 

 

＜解決策＞ 

情報の流れを示した概略図を作成し、関係者に対して十分に説明する。 

■ 仕様書の作成

■ 個人情報保護条例、情報セキュリティ
ポリシー等に準じた手続き

■ 予算（サービス利用料）の確保 ■ 予算（サービス利用料）の確保

（5万円/月） （2万円/月（閲覧モード））

■ システムベンダへのデータの提供

■ ■

■

ソフトウェア
利用環境整備

■ ソフトウェア導入（システム会社によ
るカスタマイズを経てインストール）

■ ソフトウェア導入（インターネット経
由でダウンロード、インストール）

ソフトウェア
テスト・維持

■ 運用・閲覧テスト ■ 運用・閲覧テスト

■ 閲覧・利用 ■ 閲覧・利用

■ 新規データの入力・提供

運
用
業
務

ソフトウェア
利用

既存システムとの連携確保のための調
整（既存システムを保有している場
合）

宮崎県および宮崎市

台
帳
整
備
業
務

PPP台帳基盤
検証導入

初
期
導
入
業
務

浄化槽情報基
盤整理

浄化槽環境基
盤導入

台帳利用専用PCの購入（必要に応じ
て）

その他の県内市町村

要求定義

台帳利用専用PCの購入（必要に応じ
て）
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ること
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業務を実施している指定検査機関における業務内容・フローを参考にして実施機関を

決定する。 

 

【課題 5】 

個人情報保護条例、情報セキュリティポリシー、ガイドラインに準拠した個人情

報の取扱いが求められる。（行政情報の外部提供の制限、情報システム処理の外部

委託に関する要求事項、電子計算機の結合の制限）【仙台市の課題】 

 

＜解決策＞ 

下記①～③を実施することで、仙台市個人情報保護審議会の承認を必要とせずに、

本事業で採用した浄化槽台帳システムを活用できる。ただし、行政情報を外部に送付

および送信する際は、その都度、情報管理者（下水道調整課長）の許可（決裁）を得

る必要がある。また、工事完成図書および図面の外部提供に関しては、氏名等を削除

する作業性等を考慮し、提供方法を再検討する必要がある。 

① 外部に提供する情報から氏名等を削除し、浄化槽番号と住所だけの情報とするこ

とで、行政情報の重要性分類をⅠからⅡに下げる。（注１） 

万が一、情報漏えいが起こった場合の影響の範囲を最小限にとどめるため、外

部提供する行政情報の重要性分類を下げる手段として①を実施した。 

また、今年度の事業を実施するにあたって、市が管理する届出情報の外部提供

が必要であったが、試験データであっても個人情報（重要性分類Ⅰ）を外部に提

供するためには、「最高情報セキュリティ責任者（まちづくり政策局長）との協議」

および「当該行政情報の提供を受けるものとの協定または契約の締結」が必要と

判断された。この手続きにはかなりの時間を要すると推測され、今年度事業の期

間内にシステム導入を進めるため、重要性分類を下げて手続きの簡素化を図った。

② 情報システム処理を伴う業務を情報セキュリティ等の研修を受講した事業者に委

託し、この業務は庁舎内で行う。 

③ 仙台市の PC 端末とクラウドの間にシステム処理業務受託業者の PC 端末を置き、

システム処理業務受託業者の PC 端末からクラウドに接続する。システム処理業

務受託業者に対しては、USB 等でデータ提供を行う。（注２） 

 

注１）机上の考察では氏名等を削除して浄化槽番号と住所のみで運用することについ

て支障は無いと判断するが、実際に運用してみないと分からない部分があると

推察される。よって、システム導入の前に（平成 28 年 8 月頃まで）、オフライ

ン状態で試験運用と検証作業を行う必要があると考える。 

注２）今後運用していく中で、仙台市 PC 端末とクラウドとを直接回線で結合するこ

とに公益上の必要性があると認められた場合、仙台市個人情報保護審議会によ
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る審査を経た上で，直接結合することもあり得る。（個人情報に該当しないため

審議会の審査の対象外であるが、安全のため審査を依頼する。） 

 

【課題 6】 

個人情報保護条例、情報セキュリティポリシー、ガイドラインに準拠した個人情

報の取扱いが求められる。【宮崎県の課題】 

 

＜解決策＞ 

「「目的外利用・提供の制限」の例外事項（条例第９条第２項第７号関係）について」

および「「オンライン結合による提供の制限」の例外事項（条例第１０条第３号関係）

について」の 2 事項について個人情報保護審議会に諮る。 

 

【課題 7】 

維持管理業者からの報告（保守点検契約状況報告、清掃状況報告）に記載されて

いる浄化槽の設置場所は表記が不正確である事例が認められており、それらの情報

を台帳情報とひもづけする方法を検討する必要がある。【宮崎県の課題】 

 

＜解決策＞ 

「設置場所住所」、「使用者氏名」、「単独/合併の区分」、「人槽」、「使用者電話番号」

を用いて照合する。設置場所情報の精度を高めるためには、県から清掃業者に対して

清掃実績の入力フォームを配布し、1 年を通してそのフォームで情報収集を行うこと

で、台帳整備に必要な精度を有した情報を確保することができる。 

 

入力フォームの例 

 
 

【課題 8】 

「小さな自治体では台帳システムは必要ない」、「施工業者、維持管理業者がシス

テムを利用するメリットが不明確である」といった意見があるため、各関係者にシ

ステム利用のメリットを説明するための準備が必要である。【宮崎県内市町村の課

題】 

 

＜解決策＞ 

システム導入により提供されるサービス内容と利用者メリットについて整理する。 

指導権限を有する自治体がサービス利用するメリットは、GIS 機能を含めた台帳シ

町丁字 地番 単独/合併 メーカー 型式 人槽 処理規模 作業日
状況

（新規・廃
止・定期）

県台帳番号
または

顧客番号
使用者名称 電話番号

設置場所 浄化槽 作業
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ステム機能全般を活用できることや、設置・維持管理状況の実態を把握できることな

ど多岐にわたる。また、指導権限を有していない自治体においては、現在、未活用の

浄化槽情報を活用できるようになり、生活排水対策への活用等が図られる。施工業者、

維持管理業者がサービス利用するメリットは以下のように整理できる。 

また、災害時の対応・復旧を迅速に行うためのツールとしても活用の可能性がある

ほか、市町村設置型浄化槽事業を行っている市町村においては、アセットマネジメン

トに浄化槽システムを活用することも可能である。 

 

 ◆施工業者、維持管理業者がサービス利用するメリット 

【現状のシステムでは】 

 保守点検・清掃・法定検査の 3 業種間での情報連携が図られ、業務の精度が向

上する 

 維持管理情報をバックアップとして IDC に保管するため、災害時の事業継続

に有効である 

【システム改修によるメリット増大】 

 モバイル端末（タブレット、スマートフォン）を用いて、現場で記録票の確認

および作成ができる 

 業者単位でシステム導入/改修を行う方法と比べ、安価に機能を活用できる

 帰社後に記録票データを入力する方法よりも、業務が効率化される 

 顧客からのイメージアップが図られる 

 より精度の高い地図を採用し、工事および清掃車輛の駐車位置や資材置き場を

事前に確認できるようなサービスを活用できる 

 

 

＜参考＞浄化槽台帳システムの災害時活用例 

大規模災害時に以下のような方法で浄化槽台帳システムを活用し、被災浄化槽に対

する迅速な対応が可能となる。 

 

 ◆浄化槽台帳システムの災害時活用の例 

①災害情報の収集 

 

②ハザードマップをレイヤとし、被災の可能性のある浄化槽を抽出

 

③災害協定を結んだ関係事業者に調査を依頼 

 

④調査結果を浄化槽情報として追加・更新 

迅速な対応 

・復旧が可能



 

 

 

チェェックシート

災害モ

ト 

 

ード画面例
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対応フ  フロー 



 

＜参考

浄

蓄積

 

考＞浄化槽

浄化槽台帳シ

積および解析

槽台帳システ

システムをア

析機能（公設

修繕

浄化槽仕

テムのアセッ

アセットマネ

設浄化槽・P

履歴 

仕様情報 
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